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科 目 令和６年度予算額 令和５年度予算額 増減額 増減率

扶 助 費 38億6,639万5千円 36億1,481万4千円 2億5,158万1千円 7.0

人 件 費 35億2,845万円 31億4,718万2千円 3億8,126万8千円 12.1

物 件 費 25億6,389万円 25億5,132万9千円 1,256万1千円 0.5

繰 出 金 18億6,552万2千円 18億218万2千円 6,334万円 3.5

補 助 費 等 15億9,464万3千円 16億408万8千円 ▲944万5千円 ▲ 0.6

投 資 的 経 費 11億2,368万2千円 15億5,690万5千円 ▲4億3,322万3千円 ▲ 27.8

公 債 費 9億6,902万5千円 8億9,554万1千円 7,348万4千円 8.2

維 持 補 修 費 2億4,203万1千円 2億5,221万円 ▲1,017万9千円 ▲ 4.0

そ の 他 3,207万4千円 1億1,891万4千円 ▲8,684万円 ▲ 73.0

合 計 157億8,571万2千円 155億4,316万5千円 2億4,254万7千円 1.6



○扶助費（+2億 5,158万 1千円）

・民間保育所等助成事業 私立幼稚園の新制度移行などによる施設型給付費の増加（+約 1億 5,500万円）

・ 公定価格の増による民間保育所運営委託料の増加（+約 6,400万円）

・障がい者自立支援給付事業 利用者数の増などによる介護・訓練等給付費の増加（+約4,300 万円）

・子ども医療費助成事業 利用者数の増などによる子ども医療費公費負担額の増加（+約 3,200 万円）

・私立幼稚園助成事業 私立幼稚園の新制度移行による施設等利用給付費の減少（▲約4,900 万円）

○人件費（+3億 8,126万８千円）

・職員給与関係事業 段階的な定年延⾧による退職手当の増加（+約1億 5,000万円）

・非常勤職員関係事業 会計年度任用職員の勤勉手当支給開始による増加（+約 1億 1,000万円）

・保育所運営事業 加配職員数の増による会計年度任用職員報酬の増加（+約 3,300 万円）

○物件費(+1,256万 1千円）

・電子計算システム整備事業 法改正対応などによる電子計算システム開発委託料の増加（+約 8,200 万円）

・選挙運営事業 町⾧選挙などの各選挙執行にかかる委託料が皆減（▲約2,200万円）

・子ども等予防接種事業 個別接種委託料の減少（▲約1,900 万円）

・固定資産税賦課事業 評価替えにかかる路線価更新等業務委託料が皆減（▲約2,100 万円）

・公園維持管理事業

公園施設⾧寿命化計画更新業務などにかかる測量・設計・監理等委託料の減少（▲約2,400 万円）

○補助費等（▲944万 5千円）

・民間保育所等助成事業 私立幼稚園の新制度移行などによる保育事業補助金の増加（+約 6,800 万円）

・選挙運営事業 町⾧選挙などの各選挙運動にかかる負担金が皆減（▲約1,400万円）

・下水道事業会計繰出事業 一般会計からの出資金の減少（▲約7,000 万円）

○投資的経費（▲4億 3,322 万 3千円）

・小学校施設整備事業 西小学校外壁改修工事にかかる施設整備工事費の増加（+約 1億 4,900 万円）

・道路維持事業

熊取駅東西自由通路昇降設備等修繕工事などにかかる町道等維持修繕工事費の増加（+約1億100万円）

・庁舎維持管理事業 役場本館受変電設備の改修工事による庁舎維持修繕工事費の増加（+約 6,100 万円）

・環境センター運営事業 大型設備の修繕にかかる経費の減少（▲約3,500万円）

・体育施設維持管理事業

総合体育館非構造部材耐震化にかかる測量・設計・監理等委託料が皆減（▲約 4,000 万円）

・熊取駅西整備事業 泉佐野打田線歩道整備にかかる物件移転等補償費などの減少（▲約 9,300 万円）

・公民館・町民会館整備事業

リニューアルオープンした文化ホール・公民館にかかる施設整備工事費が皆減（▲約 4億 8,400万円）

増減の主なもの


